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(57)【要約】
【課題】複数のアプリケーションが動作する場合でも、
制御装置のパフォーマンスの低下を抑制すること。
【解決手段】制御システムは、産業機械を制御する制御
装置と、制御装置との間で通信を行う情報処理装置とを
含む制御システムであって、情報処理装置は、複数のア
プリケーションを実行するアプリケーション実行手段と
、複数のアプリケーションの各々が制御装置と行う通信
を中継する通信中継手段と、を備え、通信中継手段は、
複数のアプリケーションの各々からのアプリケーション
に関するアプリケーション情報に基づいて複数のアプリ
ケーションの各々に接続ＩＤを発行する接続ＩＤ発行手
段と、アプリケーション毎にアプリケーション情報と接
続ＩＤとを対応付けした接続情報を記憶する接続情報記
憶手段と、接続情報に基づき制御装置と論理的接続し、
複数のアプリケーションの各々が制御装置との間でデー
タを送受信する送受信手段と、を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　産業機械を制御する制御装置と、前記制御装置との間で通信を行う情報処理装置とを含
む制御システムであって、
　前記情報処理装置は、
　複数のアプリケーションを実行するアプリケーション実行手段と、
　前記アプリケーション実行手段により実行された前記複数のアプリケーションの各々が
前記制御装置との間で行う通信を中継する通信中継手段と、を備え、
　前記通信中継手段は、
　実行された前記複数のアプリケーションの各々からアプリケーションに関するアプリケ
ーション情報を受け取り、前記アプリケーション情報に基づいて前記複数のアプリケーシ
ョンの各々を識別する接続ＩＤを発行する接続ＩＤ発行手段と、
　アプリケーション毎に前記アプリケーション情報と前記接続ＩＤとを対応付けした接続
情報を記憶する接続情報記憶手段と、
　前記接続情報に基づいて前記制御装置と論理的接続し、前記複数のアプリケーションの
各々が前記制御装置との間でデータを送受信する送受信手段と、
　を備える、制御システム。
【請求項２】
　前記アプリケーション情報は、前記複数のアプリケーションの各々が含まれるグループ
を示す接続グループ情報を含み、
　前記送受信手段は、前記グループ毎に論理的接続する、請求項１に記載の制御システム
。
【請求項３】
　前記接続グループ情報は、前記複数のアプリケーションの各々の動作内容に応じて予め
設定される、請求項２に記載の制御システム。
【請求項４】
　産業機械を制御する制御装置との間で通信を行う情報処理装置であって、
　複数のアプリケーションを実行するアプリケーション実行手段と、
　前記アプリケーション実行手段により実行された前記複数のアプリケーションの各々が
前記制御装置との間で行う通信を中継する通信中継手段と、を備え、
　前記通信中継手段は、
　実行された前記複数のアプリケーションの各々からアプリケーションに関するアプリケ
ーション情報を受け取り、前記アプリケーション情報に基づいて前記複数のアプリケーシ
ョンの各々を識別する接続ＩＤを発行する接続ＩＤ発行手段と、
　アプリケーション毎に前記アプリケーション情報と前記接続ＩＤとを対応付けした接続
情報を記憶する接続情報記憶手段と、
　前記接続情報に基づいて前記制御装置と論理的接続し、前記複数のアプリケーションの
各々が前記制御装置との間でデータを送受信する送受信手段と、
　を備える、情報処理装置。
【請求項５】
　前記アプリケーション情報は、前記複数のアプリケーションの各々が含まれるグループ
を示す接続グループ情報を含み、
　前記送受信手段は、前記グループ毎に論理的接続する、請求項４に記載の情報処理装置
。
【請求項６】
　前記接続グループ情報は、前記複数のアプリケーションの各々の動作内容に応じて予め
設定される、請求項５に記載の情報処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、制御システム、及び情報処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　パーソナルコンピュータ等の情報処理装置は、工作機械やロボット等の産業機械を制御
する制御装置（数値制御装置、ＰＬＣ、ロボットコントローラ等）とネットワーク経由で
接続し、ＮＣプログラムや設定パラメータ、位置座標等のデータをやり取りしている。
　この点、複数の数値制御装置との間で通信を行う通信機能を有した１つのソフトウェア
処理機能を備えた情報処理装置は、複数の数値制御装置を制御する制御手段として使用さ
れることで、複数の数値制御装置との間で各種データを送受信する技術が知られている（
例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　しかしながら、情報処理装置内で行われる処理は、近年のＩｏＴ（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　
ｏｆ　Ｔｈｉｎｇｓ）化等による取り扱うデータの種類やデータ量等の増加に伴い、取り
扱うデータの種類や機能等毎に複数のアプリケーションに分けてソフトウェアを構成する
ことが多くなってきている。この場合、情報処理装置は、ソフトウェアを構成する複数の
アプリケーション毎に、制御装置と論理的接続を行い、制御装置との間で通信を行ってい
る。
　また、複数のアプリケーションそれぞれが制御装置と論理的接続を行うので、論理的接
続数が多くなるに従って制御装置のリソース（ＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓ
ｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）パワーやメモリ資源）を多く消費し、制御装置のパフォーマンスが低
下することがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平９－３４５３１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　そこで、複数のアプリケーションが動作する場合でも、制御装置のパフォーマンスの低
下を抑制することが望まれている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　（１）本開示の制御システムの一態様は、産業機械を制御する制御装置と、前記制御装
置との間で通信を行う情報処理装置とを含む制御システムであって、前記情報処理装置は
、複数のアプリケーションを実行するアプリケーション実行手段と、前記アプリケーショ
ン実行手段により実行された前記複数のアプリケーションの各々が前記制御装置との間で
行う通信を中継する通信中継手段と、を備え、前記通信中継手段は、実行された前記複数
のアプリケーションの各々からアプリケーションに関するアプリケーション情報を受け取
り、前記アプリケーション情報に基づいて前記複数のアプリケーションの各々を識別する
接続ＩＤを発行する接続ＩＤ発行手段と、アプリケーション毎に前記アプリケーション情
報と前記接続ＩＤとを対応付けした接続情報を記憶する接続情報記憶手段と、前記接続情
報に基づいて前記制御装置と論理的接続し、前記複数のアプリケーションの各々が前記制
御装置との間でデータを送受信する送受信手段と、を備える。
【０００７】
　（２）本開示の情報処理装置の一態様は、産業機械を制御する制御装置との間で通信を
行う情報処理装置であって、複数のアプリケーションを実行するアプリケーション実行手
段と、前記アプリケーション実行手段により実行された前記複数のアプリケーションの各
々が前記制御装置との間で行う通信を中継する通信中継手段と、を備え、前記通信中継手
段は、実行された前記複数のアプリケーションの各々からアプリケーションに関するアプ
リケーション情報を受け取り、前記アプリケーション情報に基づいて前記複数のアプリケ
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ーションの各々を識別する接続ＩＤを発行する接続ＩＤ発行手段と、アプリケーション毎
に前記アプリケーション情報と前記接続ＩＤとを対応付けした接続情報を記憶する接続情
報記憶手段と、前記接続情報に基づいて前記制御装置と論理的接続し、前記複数のアプリ
ケーションの各々が前記制御装置との間でデータを送受信する送受信手段と、を備える。
【発明の効果】
【０００８】
　一態様によれば、複数のアプリケーションが動作する場合でも、制御装置のパフォーマ
ンスの低下を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】一実施形態に係る制御システムの機能的構成例を示す機能ブロック図である。
【図２】制御システムの設定処理について説明するフローチャートである。
【図３】制御システムの設定処理について説明するフローチャートである。
【図４】接続情報の一例を示す図である。
【図５】接続情報の一例を示す図である。
【図６】接続情報の一例を示す図である。
【図７】制御システムの通信処理について説明するフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、一実施形態について図面を用いて説明する。
＜一実施形態＞
　図１は、一実施形態に係る制御システム１の機能的構成例を示す機能ブロック図である
。
　図１に示すように、制御システム１は、情報処理装置１００、及び制御装置２００を有
する。
【００１１】
　情報処理装置１００と制御装置２００とは、ＬＡＮ（Ｌｏｃａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗ
ｏｒｋ）等のネットワークを介して相互に接続されていてもよい。なお、情報処理装置１
００と制御装置２００とは、不図示の接続インタフェースを介して互いに直接接続されて
もよい。
【００１２】
　制御装置２００は、当業者にとって公知の数値制御装置であり、工作機械（不図示）の
動作を制御する。なお、工作機械がロボット等の場合、制御装置２００は、ロボット制御
装置等でもよい。
　なお、制御装置２００の制御対象は工作機械やロボットに限定されず、産業機械全般に
広く適用することができる。産業機械とは、例えば、工作機械、産業用ロボット、サービ
ス用ロボット、鍛圧機械及び射出成形機といった様々な機械を含む。
【００１３】
　また、制御装置２００は、送受信手段２１０、及び認証手段２２０の機能を有する。
　送受信手段２１０は、情報処理装置１００との論理的接続を介して情報処理装置１００
との間で通信を行う。
　例えば、送受信手段２１０は、２つの論理的接続３００（１）、３００（２）を介して
情報処理装置１００との間で通信を行ってもよい。
　以下、論理的接続３００（１）、３００（２）を個々に区別する必要がない場合、「論
理的接続３００」ともいう。
【００１４】
　認証手段２２０は、例えば、送受信手段２１０を介して情報処理装置１００から受信し
た後述するアプリケーションの認証情報と、予め記憶部（不図示）に記憶された認証テー
ブルの認証情報（許可するユーザＩＤ及びパスワード等の一覧）とを比較し、認証するか
否かを判断する。認証手段２２０は、例えば、情報処理装置１００からのアプリケーショ
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ンの認証情報と一致する認証情報が認証テーブルにある場合、認証すると判断してもよい
。一方、認証手段２２０は、情報処理装置１００からのアプリケーションの認証情報と一
致する認証情報が認証テーブルに無い場合、認証を拒絶すると判断してもよい。認証手段
２２０は、認証結果を情報処理装置１００に送信してもよい。
【００１５】
＜情報処理装置１００＞
　図１に示すように、本実施形態に係る情報処理装置１００は、パーソナルコンピュータ
等であり、アプリケーション実行手段１１０、及び通信中継手段１２０を含んで構成され
る。
　情報処理装置１００は、図１の機能ブロックの動作を実現するために、ＣＰＵ（Ｃｅｎ
ｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）等の不図示の演算処理装置を備える。また
、情報処理装置１００は、各種の制御用プログラムを格納したＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌ
ｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）やＨＤＤ（Ｈａｒｄ　Ｄｉｓｋ　Ｄｒｉｖｅ）等の不図示の補助記憶
装置や、演算処理装置がプログラムを実行する上で一時的に必要とされるデータを格納す
るためのＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）といった不図示の主記憶
装置を備える。
【００１６】
　そして、情報処理装置１００において、演算処理装置が補助記憶装置からＯＳやアプリ
ケーションソフトウェアを読み込み、読み込んだＯＳやアプリケーションソフトウェアを
主記憶装置に展開させながら、これらのＯＳやアプリケーションソフトウェアに基づいた
演算処理を行なう。この演算結果に基づいて、情報処理装置１００が各ハードウェアを制
御する。これにより、図１の機能ブロックによる処理は実現される。つまり、情報処理装
置１００は、ハードウェアとソフトウェアが協働することにより実現することができる。
【００１７】
　アプリケーション実行手段１１０は、例えば、制御装置２００との間で通信を行う３つ
のアプリケーション１１１（１）～１１１（３）を実行する。アプリケーション１１１（
１）～１１１（３）の各々は、実行されると制御装置２００との間で通信を行うために、
「接続先情報」、「接続グループ番号」、「認証情報」を含むアプリケーション情報を、
後述する通信中継手段１２０に送信する。
　ここで、「接続先情報」は、ＩＰアドレスやポート番号等、接続先の制御装置２００を
特定するための情報である。また、「接続グループ番号」は、各アプリケーション１１１
が含まれるグループを示す情報であると同時に、情報処理装置１００と制御装置２００と
の間が複数の論理的接続３００で接続された場合に、各論理的接続３００を区別するため
の番号である。また、「認証情報」は、接続が許可されていることを示す、ユーザＩＤ及
びパスワード等を含む情報である。
【００１８】
　図１では、アプリケーション１１１（１）とアプリケーション１１１（２）とは、予め
同じ「接続グループ番号」が設定され、同じグループに含まれることを、矩形の破線で示
す。換言すれは、アプリケーション１１１（１）及びアプリケーション１１１（２）と、
アプリケーション１１１（３）とは、異なる「接続グループ番号」が設定される。
【００１９】
　なお、アプリケーション実行手段１１０は３つのアプリケーション１１１（１）～１１
１（３）を実行しているが、３つ以外の複数のアプリケーションを実行してもよい。
　また、以下、アプリケーション１１１（１）～１１１（３）を個々に区別する必要がな
い場合、「アプリケーション１１１」ともいう。
【００２０】
　通信中継手段１２０は、実行された３つのアプリケーション１１１の各々が制御装置２
００との間で行う通信を中継する。
　ここで、通信中継手段１２０は、送受信手段１２１、接続ＩＤ発行手段１２２、接続情
報判別手段１２３、接続情報記憶手段１２４、及び認証手段１２５の機能を有する。
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【００２１】
　送受信手段１２１は、後述する接続情報に基づいて制御装置２００と論理的接続し、３
つのアプリケーション１１１の各々が制御装置２００との間でデータを送受信する。
　例えば、送受信手段１２１は、接続情報に基づいて制御装置２００との間を２つの論理
的接続３００（１）、３００（２）で接続し、３つのアプリケーション１１１の各々が制
御装置２００との間でデータを送受信する。
　なお、データには、情報処理装置１００から制御装置２００への要求（データの読み出
し要求、データの書き込み要求、動作指示要求等）と、前記要求に対する制御装置２００
からの応答（要求に対する結果）が含まれる。
【００２２】
　接続ＩＤ発行手段１２２は、アプリケーション実行手段１１０により実行された３つの
アプリケーション１１１の各々からアプリケーション情報を受け取り、アプリケーション
情報に基づいて３つのアプリケーション１１１の各々を識別する接続ＩＤを発行する。
　一例として、接続ＩＤ発行手段１２２は、アプリケーション１１１（１）に対して接続
ＩＤ（１）を発行する。また、接続ＩＤ発行手段１２２は、アプリケーション１１１（２
）に対して接続ＩＤ（２）を発行する。また、接続ＩＤ発行手段１２２は、アプリケーシ
ョン１１１（３）に対して接続ＩＤ（３）を発行する。
【００２３】
　接続情報判別手段１２３は、接続ＩＤ発行手段１２２が接続ＩＤを発行した場合、接続
ＩＤが発行されたアプリケーション１１１の「接続先情報」及び「接続グループ番号」を
キーにして、後述する接続情報記憶手段１２４に記憶される接続情報を検索する。接続情
報判別手段１２３は、接続情報の中に同じキーの「接続先情報」及び「接続グループ番号
」がある場合、接続情報において同じキーの「接続先情報」及び「接続グループ番号」の
欄に、接続ＩＤが発行されたアプリケーション１１１の接続ＩＤを追加する。
　一方、接続情報判別手段１２３は、同じキーの「接続先情報」及び「接続グループ番号
」が無い場合、接続ＩＤが発行されたアプリケーション１１１の「接続先情報」及び「接
続グループ番号」の欄を接続情報に作成する。接続情報判別手段１２３は、作成した欄に
接続ＩＤが発行されたアプリケーション１１１の接続ＩＤや認証情報等の情報を格納する
。なお、接続情報判別手段１２３の動作、及び接続情報については、図４から図６で説明
する。
【００２４】
　接続情報記憶手段１２４は、ＲＡＭ等であり、アプリケーション１１１毎にアプリケー
ション情報と接続ＩＤとを対応付けした接続情報を記憶する。
【００２５】
　認証手段１２５は、接続情報判別手段１２３により接続ＩＤが発行されたアプリケーシ
ョン１１１と同じキーの「接続先情報」及び「接続グループ番号」が接続情報の中にあっ
た場合、接続ＩＤが発行されたアプリケーション１１１のアプリケーション情報の認証情
報と、接続情報の同じキーに紐付けられた認証情報と比較する。認証手段１２５は、認証
情報が一致する場合、接続ＩＤが発行されたアプリケーション１１１を認証する。一方、
認証手段１２５は、認証情報が一致しない場合、接続ＩＤが発行されたアプリケーション
１１１を認証しない。
　すなわち、情報処理装置１００は、同じキーの「接続先情報」及び「接続グループ番号
」が接続情報の中にある場合、アプリケーション１１１の認証情報を制御装置２００に送
信することなく、アプリケーションの認証を行うことができる。これにより、情報処理装
置１００と制御装置２００との間において無駄なトラフィックを増やすことなく、情報処
理装置１００と制御装置２００とにおけるセキュリティを確保することができる。
【００２６】
＜制御システム１の設定処理＞
　次に、本実施形態に係る制御システム１の設定処理に係る動作について説明する。なお
、以下では、制御システム１全体の設定処理について最初に説明し、続いてアプリケーシ
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ョン１１１（１）～１１１（３）それぞれに対する設定処理について説明する。
【００２７】
　図２及び図３は、制御システム１の設定処理について説明するフローチャートである。
　ステップＳ１１において、情報処理装置１００の接続ＩＤ発行手段１２２は、アプリケ
ーション実行手段１１０により実行されたアプリケーション１１１からアプリケーション
情報を受け取る。
【００２８】
　ステップＳ１２において、接続ＩＤ発行手段１２２は、ステップＳ１１でアプリケーシ
ョン情報を受け取ったアプリケーション１１１に対して接続ＩＤを発行する。
【００２９】
　ステップＳ１３において、接続情報判別手段１２３は、ステップＳ１２で接続ＩＤが発
行されたアプリケーション１１１の「接続先情報」及び「接続グループ番号」をキーにし
て、接続情報記憶手段１２４の接続情報を検索する。
【００３０】
　ステップＳ１４において、接続情報判別手段１２３は、接続情報の中に同じキーの「接
続先情報」及び「接続グループ番号」があるか否かを判別する。同じキーの「接続先情報
」及び「接続グループ番号」がある場合、処理はステップＳ２１（図３）に進む。一方、
同じキーの「接続先情報」及び「接続グループ番号」がない場合、ステップＳ１５に進む
。
【００３１】
　ステップＳ１５において、送受信手段１２１は、制御装置２００の送受信手段２１０と
新たな論理的接続（例えば論理的接続３００（１）等）を行い、ステップＳ１２で接続Ｉ
Ｄが発行されたアプリケーション１１１の「認証情報」を送信する。
【００３２】
　ステップＳ３１において、制御装置２００の認証手段２２０は、ステップＳ１５で情報
処理装置１００により送信されたアプリケーションの認証情報を受信し、受信した認証情
報を認証する。
【００３３】
　図３のステップＳ３２において、認証手段２２０は、認証結果を情報処理装置１００に
送信する。
【００３４】
　図３のステップＳ１６において、情報処理装置１００の送受信手段１２１は、制御装置
２００からステップＳ１５に対する認証結果を受信する。
【００３５】
　ステップＳ１７において、送受信手段１２１は、ステップＳ１６で受信した認証結果に
おいて認証許可されたか、認証拒絶されたかを判別する。認証許可の場合、送受信手段１
２１は、ステップＳ１５で接続された新たな論理的接続を維持し、処理はステップＳ１８
に進む。一方、認証拒絶の場合、送受信手段１２１は、ステップＳ１５で接続された新た
な論理的接続を解消し、処理はステップＳ２０に進む。
【００３６】
　ステップＳ１８において、接続情報判別手段１２３は、ステップＳ１２で接続ＩＤが発
行されたアプリケーション１１１のアプリケーション情報及び接続ＩＤを接続情報に格納
する。
【００３７】
　ステップＳ１９において、通信中継手段１２０は、ステップＳ１２で接続ＩＤを発行し
たアプリケーション１１１に認証結果、及び接続ＩＤを送信する。
【００３８】
　ステップＳ２０において、通信中継手段１２０は、次のアプリケーションがあるか否か
を判別する。次のアプリケーションがある場合、処理はステップＳ１１に戻る。次のアプ
リケーションが無い場合、情報処理装置１００の設定処理は終了する。
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【００３９】
　ステップＳ２１において、認証手段１２５は、ステップＳ１２で接続ＩＤが発行された
アプリケーション１１１のアプリケーション情報の認証情報を、接続情報の同じキーに紐
付けられた認証情報と比較し、一致するか否かを判別する。一致する場合、処理はステッ
プＳ１８に進む。一方、一致しない場合、認証手段１２５は、アプリケーション１１１を
認証せず、ステップＳ１２で発行された接続ＩＤを破棄し、処理はステップＳ２０に進む
。
【００４０】
＜各アプリケーション１１１に対する設定処理＞
　次に、各アプリケーション１１１に対する設定処理について説明する。
【００４１】
ａ）アプリケーション１１１（１）の場合
　接続ＩＤ発行手段１２２は、ステップＳ１１でアプリケーション１１１（１）のアプリ
ケーション情報を受け取った場合、ステップＳ１２で接続ＩＤ（１）を発行する。
　接続情報判別手段１２３は、ステップＳ１３でアプリケーション１１１（１）のアプリ
ケーション情報の「接続先情報」及び「接続グループ番号」をキーにして、接続情報記憶
手段１２４に記憶される接続情報を検索する。
　接続情報判別手段１２３は、例えば、アプリケーション１１１（１）が最初のアプリケ
ーションの場合、接続情報には何もデータが格納されていないので、ステップＳ１４で接
続情報の中に同じキーの「接続先情報」及び「接続グループ番号」がないと判別する。
【００４２】
　送受信手段１２１は、ステップＳ１５で制御装置２００の送受信手段２１０と新たな論
理的接続３００（１）で接続し、アプリケーション１１１（１）の認証情報を送信する。
送受信手段１２１は、ステップＳ１６で制御装置２００から認証結果を受信する。
　接続情報判別手段１２３は、ステップＳ１７で認証許可の場合、ステップＳ１８でアプ
リケーション１１１（１）のアプリケーション情報及び接続ＩＤを接続情報に格納する。
　通信中継手段１２０は、ステップＳ１９でアプリケーション１１１（１）に認証結果、
及び接続ＩＤ（１）を送信する。
【００４３】
　図４は、接続情報の一例を示す図である。
　図４に示すように、接続情報は、キーとデータとを対応付けしたキーテーブルＴＢ１と
、接続ＩＤと論理的接続を対応付けした接続ＩＤテーブルＴＢ２とを含む。
　接続情報判別手段１２３は、「接続先情報」及び「接続グループ番号（１）」をキーと
する欄をキーテーブルＴＢ１に新しく作成し、作成したキーの欄にアプリケーション１１
１（１）の接続先情報、及び接続グループ番号（１）を格納する。また、接続情報判別手
段１２３は、キーに対応するデータの欄にアプリケーション１１１（１）の認証情報、論
理的接続番号（１）、接続ＩＤ（１）を格納する。
【００４４】
　なお、接続グループ番号（１）は、アプリケーション１１１（１）に予め設定される番
号であり、論理的接続３００を区別するための番号である。また、論理的接続番号（１）
は、論理的接続３００（１）に予め設定される番号であり、接続グループ番号と対応付け
られている。
　また、接続情報判別手段１２３は、接続ＩＤテーブルＴＢ２の接続ＩＤの欄にアプリケ
ーション１１１（１）の接続ＩＤ（１）を格納し、接続ＩＤに対応付けした論理的接続番
号の欄に論理的接続３００（１）の論理的接続番号（１）を格納する。
【００４５】
　なお、接続情報は、キーテーブルＴＢ１と、接続ＩＤテーブルＴＢ２とを含むが、キー
テーブルＴＢ１に接続ＩＤ及び論理的接続番号が含まれることから、接続ＩＤテーブルＴ
Ｂ２はなくてもよい。しかしながら、接続情報は、接続ＩＤテーブルＴＢ２を含むことに
より、後述する制御システム１の通信処理において、情報処理装置１００は、接続ＩＤに
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対応する論理的接続番号を容易に検索することができる。
【００４６】
ｂ）アプリケーション１１１（２）の場合
　接続ＩＤ発行手段１２２は、ステップＳ１１でアプリケーション１１１（２）のアプリ
ケーション情報を受け取った場合、ステップＳ１２で接続ＩＤ（２）を発行する。
　接続情報判別手段１２３は、ステップＳ１３でアプリケーション１１１（２）のアプリ
ケーション情報の「接続先情報」及び「接続グループ番号」をキーにして、接続情報記憶
手段１２４に記憶される接続情報を検索する。
　接続情報判別手段１２３は、例えば、アプリケーション１１１（２）がアプリケーショ
ン１１１（１）の「接続先情報」及び「接続グループ番号（１）」と同じ場合、ステップ
Ｓ１４で図４の接続情報の中に同じキーの「接続先情報」及び「接続グループ番号（１）
」があると判別する。
【００４７】
　認証手段１２５は、ステップＳ２１でアプリケーション１１１（２）の認証情報と、図
４のキーテーブルＴＢ１の同じキーに紐付けられた認証情報とを比較し、一致するか否か
を判別する。認証手段１２５が一致すると判別した場合、接続情報判別手段１２３は、ス
テップＳ１８でアプリケーション１１１（２）のアプリケーション情報及び接続ＩＤを接
続情報に格納する。
　通信中継手段１２０は、ステップＳ１９でアプリケーション１１１（２）に認証結果、
及び接続ＩＤ（２）を送信する。
【００４８】
　図５は、接続情報の一例を示す図である。
　図５に示すように、キーテーブルＴＢ１には、キーに対応するデータの欄にアプリケー
ション１１１（２）の接続ＩＤ（２）が格納される。また、接続ＩＤテーブルＴＢ２には
、接続ＩＤの欄にアプリケーション１１１（２）の接続ＩＤ（２）が格納され、接続ＩＤ
に対応付けした論理的接続番号の欄に論理的接続３００（１）の論理的接続番号（１）が
格納される。
【００４９】
ｃ）アプリケーション１１１（３）の場合
　接続ＩＤ発行手段１２２は、ステップＳ１１でアプリケーション１１１（３）のアプリ
ケーション情報を受け取った場合、ステップＳ１２で接続ＩＤ（３）を発行する。
　接続情報判別手段１２３は、ステップＳ１３でアプリケーション１１１（３）のアプリ
ケーション情報の「接続先情報」及び「接続グループ番号」をキーにして、接続情報記憶
手段１２４に記憶される接続情報を検索する。
　接続情報判別手段１２３は、例えば、アプリケーション１１１（３）の「接続グループ
番号（２）」がアプリケーション（１）の「接続グループ番号（１）」と異なる場合、ス
テップＳ１４で図５の接続情報の中に同じキーの「接続先情報」及び「接続グループ番号
」がないと判別する。
　送受信手段１２１は、ステップＳ１５で制御装置２００の送受信手段２１０と新たな論
理的接続３００（２）で接続し、アプリケーション１１１（３）の認証情報を送信する。
送受信手段１２１は、ステップＳ１６で制御装置２００から認証結果を受信する。
　接続情報判別手段１２３は、ステップＳ１７で認証許可の場合、ステップＳ１８でアプ
リケーション１１１（３）のアプリケーション情報及び接続ＩＤを接続情報に格納する。
　通信中継手段１２０は、ステップＳ１９でアプリケーション１１１（３）に認証結果、
及び接続ＩＤ（３）を送信する。
【００５０】
　図６は、接続情報の一例を示す図である。
　図６に示すように、接続情報判別手段１２３は、「接続先情報」及び「接続グループ番
号（２）」をキーとする欄をキーテーブルＴＢ１に新しく作成し、作成したキーの欄にア
プリケーション１１１（１）の接続先情報、及び接続グループ番号（２）を格納する。ま
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た、接続情報判別手段１２３は、キーに対応するデータの欄にアプリケーション１１１（
３）の認証情報、論理的接続番号（２）、接続ＩＤ（３）を格納する。
　なお、接続グループ番号（２）は、アプリケーション１１１（３）に予め設定される番
号であり、論理的接続３００を区別するための番号である。また、論理的接続番号（２）
は、論理的接続３００（２）に予め設定される番号であり、接続グループ番号と対応付け
られている。
　また、接続情報判別手段１２３は、接続ＩＤテーブルＴＢ２に接続ＩＤの欄にアプリケ
ーション１１１（３）の接続ＩＤ（３）を格納し、接続ＩＤに対応付けした論理的接続番
号の欄に論理的接続３００（２）の論理的接続番号（２）を格納する。
【００５１】
＜制御システム１の通信処理＞
　次に、本実施形態に係る制御システム１の通信処理に係る動作について説明する。
　図７は、制御システム１の通信処理について説明するフローチャートである。
　なお、図７に示す通信処理は、例えば、図２及び図３に示した接続処理が行われた後、
実行される。
【００５２】
　ステップＳ５１において、情報処理装置１００の通信中継手段１２０は、アプリケーシ
ョン１１１から制御装置２００に対する要求と、接続ＩＤとを受信する。
【００５３】
　ステップＳ５２において、通信中継手段１２０は、図６の接続情報の接続ＩＤテーブル
ＴＢ２に基づいて、ステップＳ５１で受信された接続ＩＤに対応する論理的接続番号を検
索する。
【００５４】
　ステップＳ５３において、送受信手段１２１は、ステップＳ５２で検索された論理的接
続番号の論理的接続３００を介して、ステップＳ５１で受信された要求及び接続ＩＤを制
御装置２００に送信する。
【００５５】
　ステップＳ７１において、制御装置２００は、受信した要求に対する処理を行い、応答
を生成する。
【００５６】
　ステップＳ７２において、制御装置２００は、ステップＳ７１で生成した応答と、情報
処理装置１００から受信した接続ＩＤとを、情報処理装置１００に送信する。
【００５７】
　ステップＳ５４において、情報処理装置１００の送受信手段１２１は、ステップＳ５３
で送信された要求に対する応答と接続ＩＤを受信する。
【００５８】
　ステップＳ５５において、通信中継手段１２０は、ステップＳ５４で受信された接続Ｉ
Ｄが示すアプリケーション１１１に、ステップＳ５４で受信された応答を送信する。
【００５９】
　以上の通り、一実施形態に係る情報処理装置１００は、アプリケーション１１１の接続
毎に接続ＩＤを発行する。また、情報処理装置１００は、アプリケーション１１１に予め
設定される接続グループ番号に基づいて、アプリケーション１１１を複数のグループに分
け、グループ毎に異なる論理的接続３００を使用するように設定する。情報処理装置１０
０は、アプリケーション１１１から接続ＩＤが付加された要求（データ）を受信すること
で、どの論理的接続３００を使用して要求（データ）を制御装置２００に送信すればよい
か、どのアプリケーション１１１との通信であるかを判断することができる。
　これにより、情報処理装置１００は、アプリケーション１１１が複数ある構成でも、制
御装置２００との論理的接続３００の数をアプリケーション１１１の数より少ない数に抑
えることができる。そして、情報処理装置１００は、必要以上に制御装置２００のＣＰＵ
パワーやメモリ資源の消費を抑制するため、制御装置２００のパフォーマンスや安定性の
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向上を可能とする。
【００６０】
　以上、一実施形態について説明したが、制御システム１及び情報処理装置１００は、上
述の実施形態に限定されるものではなく、目的を達成できる範囲での変形、改良等を含む
。
【００６１】
＜変形例１＞
　上述の実施形態では、情報処理装置１００は、アプリケーション１１１を２つのグルー
プに分けたが、１つのグループに分けてもよく、３つ以上の複数のグループに分けてもよ
い。
　そうすることで、情報処理装置１００は、アプリケーション１１１が複数ある構成でも
、制御装置２００との論理的接続３００を１つ又は任意の数に抑えることができる。そし
て、情報処理装置１００は、必要以上に制御装置２００のＣＰＵパワーやメモリ資源の消
費を抑制するため、制御装置２００のパフォーマンスや安定性の向上を可能とする。
　また、情報処理装置１００は、アプリケーション１１１の動作内容、例えば、大量のデ
ータを送受信するアプリケーションか、制御装置２００から迅速な応答が求められるアプ
リケーションかに応じて、アプリケーション１１１をグループ分けしてもよい。
　これにより、情報処理装置１００は、予め大量のデータを通信することが予定されてい
るアプリケーション１１１が使用する論理的接続３００と、それ以外のアプリケーション
１１１が使用する論理的接続３００とを分けることで、制御装置２００のパフォーマンス
の低下をより効果的に抑制することができる。
【００６２】
＜変形例２＞
　また例えば、上述の実施形態では、情報処理装置１００は、１つの制御装置２００との
間で通信したが、これに限定されず、複数の制御装置２００との間で通信してもよい。
【００６３】
　なお、一実施形態における、制御システム１及び情報処理装置１００に含まれる各機能
は、ハードウェア、ソフトウェア又はこれらの組み合わせによりそれぞれ実現することが
できる。ここで、ソフトウェアによって実現されるとは、コンピュータがプログラムを読
み込んで実行することにより実現されることを意味する。
【００６４】
　制御システム１及び情報処理装置１００に含まれる各構成部は、電子回路等を含むハー
ドウェア、ソフトウェア又はこれらの組み合わせにより実現することができる。ソフトウ
ェアによって実現される場合には、このソフトウェアを構成するプログラムが、コンピュ
ータにインストールされる。また、これらのプログラムは、リムーバブルメディアに記録
されてユーザに配布されてもよいし、ネットワークを介してユーザのコンピュータにダウ
ンロードされることにより配布されてもよい。また、ハードウェアで構成する場合、上記
の装置に含まれる各構成部の機能の一部又は全部を、例えば、ＡＳＩＣ（Ａｐｐｌｉｃａ
ｔｉｏｎ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）、ゲートアレイ
、ＦＰＧＡ（Ｆｉｅｌｄ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｇａｔｅ　Ａｒｒａｙ）、ＣＰＬ
Ｄ（Ｃｏｍｐｌｅｘ　Ｐｒｏｇｒａｍｍａｂｌｅ　Ｌｏｇｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ）等の集積
回路（ＩＣ）で構成することができる。
【００６５】
　プログラムは、様々なタイプの非一時的なコンピュータ可読媒体（Ｎｏｎ－ｔｒａｎｓ
ｉｔｏｒｙ　ｃｏｍｐｕｔｅｒ　ｒｅａｄａｂｌｅ　ｍｅｄｉｕｍ）を用いて格納され、
コンピュータに供給することができる。非一時的なコンピュータ可読媒体は、様々なタイ
プの実体のある記録媒体（Ｔａｎｇｉｂｌｅ　ｓｔｏｒａｇｅ　ｍｅｄｉｕｍ）を含む。
非一時的なコンピュータ可読媒体の例は、磁気記録媒体（例えば、フレキシブルディスク
、磁気テープ、ハードディスクドライブ）、光磁気記録媒体（例えば、光磁気ディスク）
、ＣＤ－ＲＯＭ（Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）、ＣＤ－Ｒ、ＣＤ－Ｒ／Ｗ、半導
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体メモリ（例えば、マスクＲＯＭ、ＰＲＯＭ、ＥＰＲＯＭ、フラッシュＲＯＭ、ＲＡＭ）
を含む。また、プログラムは、様々なタイプの一時的なコンピュータ可読媒体（Ｔｒａｎ
ｓｉｔｏｒｙ　ｃｏｍｐｕｔｅｒ　ｒｅａｄａｂｌｅ　ｍｅｄｉｕｍ）によってコンピュ
ータに供給されてもよい。一時的なコンピュータ可読媒体の例は、電気信号、光信号、及
び電磁波を含む。一時的なコンピュータ可読媒体は、電線及び光ファイバ等の有線通信路
、又は、無線通信路を介して、プログラムをコンピュータに供給できる。
【００６６】
　なお、記録媒体に記録されるプログラムを記述するステップは、その順序に沿って時系
列的に行われる処理はもちろん、必ずしも時系列的に処理されなくとも、並列的あるいは
個別に実行される処理をも含むものである。
【００６７】
　以上を換言すると、本開示の制御システム、及び情報処理装置は、次のような構成を有
する各種各様の実施形態を取ることができる。
【００６８】
　（１）本開示の制御システム１は、産業機械を制御する制御装置２００と、制御装置２
００との間で通信を行う情報処理装置１００とを含む制御システムであって、情報処理装
置１００は、複数のアプリケーション１１１を実行するアプリケーション実行手段１１０
と、アプリケーション実行手段１１０により実行された複数のアプリケーション１１１の
各々が制御装置２００との間で行う通信を中継する通信中継手段１２０と、を備え、通信
中継手段１２０は、実行された複数のアプリケーション１１１の各々からアプリケーショ
ンに関するアプリケーション情報を受け取り、アプリケーション情報に基づいて複数のア
プリケーション１１１の各々を識別する接続ＩＤを発行する接続ＩＤ発行手段１２２と、
アプリケーション１１１毎にアプリケーション情報と接続ＩＤとを対応付けした接続情報
を記憶する接続情報記憶手段１２４と、接続情報に基づいて制御装置２００と論理的接続
し、複数のアプリケーション１１１の各々が制御装置２００との間でデータを送受信する
送受信手段１２１と、を備える。
　この制御システム１によれば、複数のアプリケーション１１１が動作する場合でも、制
御装置２００のパフォーマンスの低下を抑制することができる。
【００６９】
　（２）アプリケーション情報は、複数のアプリケーション１１１の各々が含まれるグル
ープを示す接続グループ情報を含み、送受信手段１２１は、グループ毎に論理的接続して
もよい。
　そうすることで、制御システム１は、アプリケーション１１１から接続ＩＤが付加され
た要求（データ）を受信することで、どの論理的接続３００を使用して要求（データ）を
制御装置２００に送信すればよいか、どのアプリケーション１１１との通信であるかを判
断することができる。
【００７０】
　（３）接続グループ情報は、複数のアプリケーション１１１の各々の動作内容に応じて
予め設定されてもよい。
　そうすることで、制御システム１は、制御装置２００のパフォーマンスの低下をより効
果的に抑制することができる。
【００７１】
　（４）本開示の情報処理装置１００は、産業機械を制御する制御装置２００との間で通
信を行う情報処理装置であって、複数のアプリケーション１１１を実行するアプリケーシ
ョン実行手段１１０と、アプリケーション実行手段１１０により実行された複数のアプリ
ケーション１１１の各々が制御装置２００との間で行う通信を中継する通信中継手段１２
０と、を備え、通信中継手段１２０は、実行された複数のアプリケーション１１１の各々
からアプリケーションに関するアプリケーション情報を受け取り、アプリケーション情報
に基づいて複数のアプリケーション１１１の各々を識別する接続ＩＤを発行する接続ＩＤ
発行手段１２２と、アプリケーション１１１毎にアプリケーション情報と接続ＩＤとを対
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応付けした接続情報を記憶する接続情報記憶手段１２４と、接続情報に基づいて制御装置
２００と論理的接続し、複数のアプリケーション１１１の各々が制御装置２００との間で
データを送受信する送受信手段１２１と、を備える。
　この情報処理装置１００によれば、（１）と同様の効果を奏することができる。
【００７２】
　（５）アプリケーション情報は、複数のアプリケーション１１１の各々が含まれるグル
ープを示す接続グループ情報を含み、送受信手段１２１は、グループ毎に論理的接続して
もよい。
　そうすることで、（２）と同様の効果を奏することができる。
【００７３】
　（６）接続グループ情報は、複数のアプリケーション１１１の各々の動作内容に応じて
予め設定されてもよい。
　そうすることで、（３）と同様の効果を奏することができる。
【符号の説明】
【００７４】
　１　制御システム
　１００　情報処理装置
　１２０　通信中継手段
　１２１　送受信手段
　１２２　接続ＩＤ発行手段
　１２４　接続情報記憶手段
　１２５　認証手段
　２００　制御装置
　３００（１）、３００（２）　論理的接続

【図１】 【図２】
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